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BAS評価の考え方
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選別・破砕 リサイクル･
素材還元等

処理

再資源化

現状体系と比較して全体最適と
なるシステムを提案

ﾘｻｲｸﾙ･域外搬出処理

分別排出

環境的・経済的なBest Available System for 
Waste Management（BAS for WM） の提案

TLCA (Technology Life Cycle Assessment)
やLC-CO2（Life Cycle CO2)といった環境影
響評価と LCC (Life Cycle Costing)を統合し
た包括的な評価方法CLCA (Comprehensive 
Life Cycle Assessment)の導入

廃棄物排出

排出抑制

収集･輸送

分別収集

Best Available System 
for Waste Managementの提案

各戸排出

店頭回収

各戸回収

店頭からの輸送

各段階におけるトレードオフ
環境負荷・経済性におけるトレードオフ



H.ONODABAS評価ソフトの特徴
環境負荷面・経済面を包括的・客観的に評価することが可能な実効性評価ツール

実測値ベース型推定値ベース型

BASソフト

統合化指標ELP

個別指標間の
トレードオフ解消

総合的な評価・考察

プラントメーカー

既存技術と新技術の比較

導入技術の効果測定

現状システムの
把握・効果測定

新たなごみ処理
システムの検討・策定

自治体
情報の公開

説明用材料

現状システムの
継続評価

さまざまなステークホルダー
に有効なツール

情報の共有

サステナビリティ
レポート

ツールとして
利用

客観的データ

収集区分変更

施設更新施設現状

住民

運営者

環境・経済性の問題把握

重視する点の
意識変化

個別指標

最終処分量

エネルギー回収量

CO2排出量

資源回収量

現状評価新規計画 ケーススタディ

環境省一般廃棄物
ガイドラインに対応

メーカー設計値
の取得
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地域レベルでのBAS
自治体A

最終処分

アジア圏

選別

資源化処理

エコタウン
（資源化施設の
集約地域）

厨芥ごみ

容器包装ごみ

焼却灰古紙

処理困難物

レアメタル

海外連携レベルでのBAS

国内レベルでのBAS

焼却

リサイクルポート

循環資源

etc

自治体B

破砕・選別

分別収集回収

中間処理

資源化処理

隣接地域との
合同処理

資源の需給バランス

大量輸送・集約処理
による効率化

個別の施設から複数施設までの評価が可能なソフトです。

広域化の検討まで対応したソフト
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◆本ソフトでは「CO2排出量」「埋立量」「NOｘ・SOｘ」といった個別指標で評価が可
能です。

◆加えて、早稲田大学永田勝也研究室で開発された統合化指標「Environmental  
Load  Point：ELP」でも評価が可能です。
※次ページ参照

◆ELPは、各個別の指標を統合化することで、一つの指標として評価をすることが
可能となります（値が大きいほど環境負荷が高いことを意味します）。

◆廃棄物処理システムでは、「埋立量を削減しようとするとCO2排出量が増加す
る」といったケースがありますが、 ELPで評価することによって、このようなトレード
オフの関係を解消し、複数のシステムを比較することが可能となります。
※P21参照

環境負荷に関する留意点



H.ONODA統合化指標ELP 

インパクト
カテゴリー

低発熱量/可採年数
（原油＝1）

GWP100
（CO2＝1）

ODP
（CFC-11＝1）

AP
（SOｘ＝1）

1/可採年数
（鉄鉱石＝1）

1/環境基準
（SOｘ＝1）

1/環境基準
（BOD＝1）

1
［重量換算］

ECA
（Cr＝1）

CO2
メタン

フロン類

計36項目

フロン類

計24項目

計7項目

計32項目

計10項目
計37項目

計1項目

計32項目

計5項目

アンモニア

SOｘ

HCｌ

鉄鉱石

ﾎﾞｰｷｻｲﾄ

銅 亜鉛

SOｘ NOｘ
ばいじん

BOD COD
カドミウム

ヒ素

水銀

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ

原油
石炭

天然ガス

9つのインパクトカテゴリーを評価
アンケート調査による
カテゴリー重要度を決定

統合化指標ELP（Environmental Load Point)の特徴

異なる分野のものを
比較評価することが可能

統合化

0

0.1

0.2

エネルギー

枯渇

地球温暖化

オゾン層

破壊

酸性雨

資源の消費大気汚染

海洋・水質

汚染

廃棄物処

理問題

生態系への

影響

LCA専門家 企業内環境専門家
環境科学者 ヨーロッパ環境科学者
化学系学会会員 環境一般
早大理工　学生 大妻女子大　学生
釜山水産大　学生 アムステルダム大学生

0.3
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個別施設の評価事例
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9

月 期間Ⅰ 期間Ⅱ 期間Ⅲ 期間Ⅳ 期間Ⅴ

ごみ処理量 ｔ/月 15,995 14,110 15,173 15,115 14,402
炉稼動平均時間 h/月 1,600 1,413 1,565 1,544 1,477
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コークス 石灰石 灯油 消灰石
NH3 スラグ 生飛灰 消費電力

発電電力 Nox SO2 HCI
ばいじん NH3 CO2（コークス由来） CO2（灯油由来）

CO2（ごみ由来） メタル 合計

ごみの燃焼によるCO2 
CO2

(-5.34E+5) (-5.69E+5) (-5.92E+5) (-5.52E+5) (-5.22E+5)

(1.32E+6) (1.45E+6)
(1.49E+6)

(1.39E+6)
(1.39E+6)

合計 7.89E+5 8.81E+5 8.95E+5 8.37E+5 8.67E+5

発電およびメタル回収
による環境負荷の削減

住民への説明材料といったサステナビリティレポートへの利用

ごみ処理量１ｔあたりのELP評価結果
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10

各ケースのELP評価結果

CASE CASE1 CASE2（現状） CASE3

メタル・スラグ 埋立 リサイクル リサイクル

溶融飛灰 埋立 埋立 リサイクル

※飛灰のリサイクルは、山元還元を想定。

0

5

10

15

ご
み
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理
当
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り
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L
P
　
E
L
P
/
ｔ

×105

13.36

8.43

7.36

CASE２→CASE１
メタル・スラグの有効利用（＝埋立量
の削減＋砂利代替）による削減効果。

CASE2→CASE3
飛灰の山元還元（＝埋立
量の削減＋重金属回収）
による削減効果。

３７％削減

１３％削減

※今回の評価では、飛灰埋立の
有害性を考慮していない。



H.ONODABASソフト画面例

プロセスがDB化されているため
選択するだけで評価可能

ケーススタディ

現状評価

ELPとコストの関係を
各ケースについて表示

ごみの収集区分ごとのELPを表示

処理システムの評価 収集の評価

環境負荷項目を積上げ で表示

資源回収、エネルギー回収
最終処分、CO2の個別指標

・収集段階のシュミレーション機能
・管理元、車種、重量、燃料を設定
・収集段階の詳細評価が可能
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ある自治体の広域化の評価事例
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A市の評価モデル（現状）

燃やすごみ

燃えないごみ

大型ごみ

有害ごみ

資源ごみ
（缶・ビン・紙パック）

焼却発電施設

破砕処理施設

最終処分

資源回収

可燃残渣

不燃残渣

焼却灰

可燃系

不燃系

鉄・アルミ等

ストックヤード他

収集区分
（区分数：12）

中間処理 最終処分・資源回収収集回収

評 価 範 囲

・焼却灰
・不燃残渣

●破砕処理施設より
鉄、アルミ、木材チップ
●資源回収より
ビン、缶、紙、PET、
布、プラ容器包装資源ごみ

（紙類・PET・
布・プラ容器包装）
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焼却発電工程

収集回収工程

最終処分工程

破砕処理工程直接資源化

厨芥類のバイオガス化による
焼却量の削減

溶融技術による焼却灰の減容化

収集体系の変更による効率化

※1 破砕処理工程で選別される資源のELP削減効果は、その工程で計上している。
※2 直接資源化とは、中間処理工程を行わずに売却される資源のELP削減分のみを計上したもの。
※3 コストについてはA市の公表値ではなく、施設条件等から独自に算出したもの。

A市における各工程のELPとコストの関係
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分別の細分化

各戸回収

有料化

収
集
効
率
の
低
下

排出量の抑制・資源回収の促進

広域化

循環型社会形成への収集段階の方策

収集段階における環境負荷・経費の
処理システム全体への影響は無視できない。

グリッドシティモデルを用い、収集段階
における走行距離・経費の低減策を探る。

有料化による前後5年のごみ排出量の変化※2

850

900

950

1000

1050

1100

1150

1200

5年
前
4年
前
3年
前
2年
前
1年
前

有
料
化
1年
後
2年
後
3年
後
4年
後
5年
後

ご
み
排
出
量
　
g
/
人
・
日

※2 (社)全国都市清掃会議より

-7.3％の抑制効果

分別数別の市町村数とごみ排出量※1

0

100
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600

700

800

2 3 4 5 6 7 8 9 10
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～
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～
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分別区分数

市
町
村
数

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

排
出
量
　
g
/
人
・
日

市町村数

排出量

減少傾向

※1 環境省「日本の廃棄物処理」より

収集段階におけるBASの検討
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中継所の設置による走行距離と経費の変化
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収集工程 中継保管工程 輸送工程

中継所における経費

項目 数値

建設費※1 円/Y 30,357,143 

修繕費※2 円/Y 18,214,286 

人件費※3 円/Y 28,000,000 

合計 円/Y 76,571,429 

※1 新宿中継所（不燃：210t/d）
の51億円より、中継所の規
模を250t/dとして算出した。
耐用年数は20年とした。
※2 建設費の3％として算出。
※3 作業員を4人と仮定し、700
万円/人・年として算出した。

中継所～処理施設間の輸送における走行距離と経費

項目 数値

年間搬出量※4 t/Y 62,980 

一日の往復回数※5 回 4 

年間作業日数※6 Ｄ/Y 298

必要車両台数 台 5.3 

クリーンセンターまでの距離※7 km 7.8 

年間走行距離 km/Y 98,249 

年間経費※8 円/Y 52,641,403 

※4 年間収集量の半分とした。
※5 想定値。
※6 収集日数と同値とした。
※7 A市に設置したとしてyahoo地図情報より。
※8 収集の経費の算出方法の車両単価を800万円、乗車
人数を1人として算出。

収集工程のみ

中継所・
輸送工程含む

現状

現状

中継所
設置

経費：-2.4％
面積2倍：-7.1％
面積0.5倍：+1.7％

中継所の設置による収集区域分割の効果
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現状

車種変更

ステーション数変更

収集頻度変更

分別区分の変更

中継所の設置

4t車

現状

2回/W

1回/Ｗ 0.5倍

2倍

各戸回収
可燃：3回/W
厨芥：1回/W

可燃：2回/W
厨芥：1回/W

中継

処理工程での
環境負荷低減効果

住民へのサービスの低下

可燃ごみにおけるパラメータ変更による
走行距離と経費の関係
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焼却ごみ 焼却発電

最終処分

焼却灰CASE1
（現状）

CASE3

CASE4

焼却ごみ

焼却ごみ

焼却発電 灰溶融焼却灰 溶融不適物

最終処分

ガス化溶融 最終処分

灰溶融設備を導入し、埋立量を減少させる。

ガス化溶融炉を新設し、埋立量を減少させる。

溶融飛灰

山元還元

最終処分CASE2 焼却ごみ 焼却発電 灰溶融焼却灰
溶融不適物

溶融飛灰

焼却処理 最終処理

溶融飛灰をさらに山元還元し、埋立量の減少と重金属の抽出を行なう。

発電

発電

発電

発電

※ ソフトウェア上でのCASEスタディのため、焼却施設から排出される焼却灰の量は、実績値ではなく、デフォルト
算出値を用いて比較することとする。
※ 輸送過程は評価に加えていない。

CASE5 焼却ごみ ガス化溶融 最終処分

ガス化溶融炉を新設し、溶融飛灰をさらに山元還元し、
埋立量の減少と重金属の抽出を行なう。

発電

溶融不適物

溶融飛灰

溶融不適物

溶融飛灰

山元還元

-溶融技術の導入-
A市における処理システムのケーススタディ
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焼却ごみ 焼却発電 焼却灰CASE1
（現状）

最終処分

最終処分
CASE6

焼却ごみ
（厨芥類を除く） 焼却発電

バイオガス化

焼却灰

厨芥類

コンポスト 堆肥利用

発電

発電

発電

厨芥類を分別し、バイオガス発電を行ない、残渣は堆肥として利用する。

BASソフトから算出した焼却ごみのごみ質・発熱量の変化

CASE番号 CASE1 CASE2

三成分
（％）

可燃分 53.44 68.78 

灰分 5.71 6.45 

水分 40.85 24.77 

元素組成
（重量％）

C 28.09 37.90 

H 3.91 5.13 

O 19.90 24.20 

N 0.83 0.39 

S 0.04 0.04 

Cl 0.68 1.14 

各CASEの焼却ごみのごみ質

CASE1 CASE2

ごみ発熱量 2560 3675

各CASEの焼却ごみのごみ質

焼却発電の発電効率
CASE1：17.2％ → CASE2：20.9％

発電設備変更
の必要あり

-厨芥類のバイオガス化の導入-
A市における処理システムのケーススタディ
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CASE1

CASE2
CASE3

CASE4

CASE5

CASE6

CASE1 A市現状

CASE2 灰溶融導入

CASE3 灰溶融+山元還元

CASE4 ガス化溶融導入

CASE5 ガス化溶融+山元還元

CASE6
焼却発電＋
厨芥類バイオガス化

CASE2 CASE3 CASE4 CASE5 CASE6

-0.83 -0.90 -1.06 -1.43 -0.38

CASE1から経費1円増加あたりの
ELP削減値

ELPは大幅に削減できるが、
コスト負担の増加が大きすぎる。

コスト対効果では
CASE5が有効

※ BASソフトのデータベースを基に算出を行う推定値型ケーススタディにおける評価結果。

-各CASEのELPとコストの関係-

溶融技術による
埋立処分量の低減

厨芥類バイオガス化による
焼却処理量の低減

処理工程におけるケーススタディ
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CASE シナリオ コスト ELP
資源化
量

エネルギー

回収量

CO2
排出量

最終

処分量

1 焼却発電+最終処分（現状） 100 100 100 100 100 100 

2 焼却発電＋灰溶融＋埋立 108 93 121 100 102 32 

3 焼却発電＋灰溶融＋山元還元 108 92 121 100 102 26 

4 ガス化溶融+埋立 102 98 118 95 103 40 

5 ガス化溶融＋山元還元 103 96 118 95 104 27 

6 焼却発電+バイオガス化 129 91 100 125 99 85 

処理ｼｽﾃﾑの改善によって環境負荷
削減効果は得られているものの、自
治体単体では、ほとんど経済的メリッ
トは生み出せない。

近隣の自治体との合同処理等による広域処理の必要性

一般廃棄物処理ｼｽﾃﾑｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに対応した
個別指標も算出可能

各項目のトレードオフ

各CASEにおける効果の相対比較
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CASE2

CASE1

CASE3

灰溶融導入
ELP：-14%
コスト：+7.5%

灰溶融合同処理
ELP：0%
コスト：-6.1%

+9.2億円

-8.0億円
3市の広域連携によって経費約1%増で
灰溶融を行うことが可能となる

人口規模の小さな市町村を含めた広域化を行えばさらに有効性が高めることが可能

各CASEのELPと経費の関係（広域化）
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